
―開催概要―

参加対象

オンライン開催（Zoom）

公共施設整備や遊休不動産活用等を担当することとなった

地方公共団体や民間企業の新任担当者様
※新任担当者様が対象ですが、再度知識を習得されたい熟練担当者様もご参加可能です。

開催日時

プログラム
構成

開催方式

令和７年８月２６日（火）１３：３０～１６：００ （13：00入室開始）

「ＰＰＰ／ＰＦＩの概要と進め方」
デロイト トーマツ ファイナンシャルアドバイザリー合同会社
インフラ・公共セクターアドバイザリー シニアマネジャー 和田 雄介 氏

ＰＰＰ／ＰＦＩの概要や必要性、案件組成プロセスや庁内の調整方法等について、
アドバイザリー業務経験豊富な専門家からご解説いただきます。

セミナーのお申込みはこちら
申込方法

プラットフォーム入会の
お申込みはこちら

「小規模自治体におけるＰＰＰ／ＰＦＩ事例」
株式会社民間資金等活用事業推進機構 官民連携支援センター
副センター長 野村 直弘 氏

ＰＰＰ／ＰＦＩのよくある誤解や小規模自治体のＰＦＩ事例、遊休不動産活用事例等
について、当該案件への参画実績豊富な専門課家よりご紹介いただきます。

講演１

講演２

締切：令和７年８月１９日(火)

＜あきた公民連携地域プラットフォーム＞

新任担当者のための
ＰＰＰ／ＰＦＩセミナー

参加
無料

あきた公民連携地域プラットフォームでは、公共施設の整備等における公民連携手法の導入促進に向け
た取組支援を行っており、この取組の一環としてセミナーや勉強会を開催しています。
本セミナーでは、初めて公共施設整備や遊休不動産活用を担当することとなった新任担当者様を対象に
ＰＰＰ／ＰＦＩ事業の基礎知識や案件組成の進め方、小規模自治体における実施例等を解説・紹介します。
ＰＰＰ／ＰＦＩについて基礎知識を習得したい方、改めて学びなおしたい方のご参加をお待ちしております！

<< 主催 ： あきた公民連携地域プラットフォーム 共催 ： 一般社団法人あきたPPP・PFI協会 >>



【プラットフォーム事務局・お問合せ先】

株式会社秋田銀行 地域価値共創部
（担当 : 小原）

TEL ： 018-863-1212
E-mail ： abk883-11@akita-bank.co.jp

秋田県 総務部行政経営課
（担当 : 野呂、久米）
TEL ： 018-860-1053

E-mail ： gyousei@pref.akita.lg.jp

普及啓発 ネットワーク形成 官民対話 情報共有

セミナーや官民対話
への参加

会員：県内企業等（設計・建設・設備・維持管理・運営・金融等）民

会員：地方公共団体等（市町村・一部事務組合・地方独法・県等）

事務局（秋田県・秋田銀行）

• セミナー等の企画立案・運営

• 県、市町村等の公民連携の候補
案件の取りまとめ

• 県内外の導入事例の収集・分析

• 好事例の横展開や広域連携の
ための調整

• 民間事業者間のネットワーク形成

• 構成企業等への情報提供
• 事務局との協議・調整

セミナー等の開催
官民対話

（サウンディング）

 公民連携の意義や県内
企業の参入メリット等の
理解促進、行政職員の
意識改革

 実践的ノウハウ習得

① 行政から県内企業に

対し事業構想を情報

提供

② 官民対話により、市場

性、事業、参入意向等

アイデアを把握

事業内容、仕様書等に

民間意見を反映

【意識改革・ノウハウ習得】 【公民連携事業の形成】

セミナーや官民対話
への参加

あきた公民連携地域プラットフォーム

【
役
割
】

官

基礎知識の習得や
実践的ノウハウの
横展開が図られる
場

共通課題の情報を共有する
｢官×官｣、コンソーシアム
組成につながる異業種間の
｢民×民｣、お互いを知る
｢官×民｣のネットワークを
構築する場

PPP/PFI導入の
可能性を考える
場（サウンディング
実施支援）

成功体験を共有し
成果を還元して、
次の展開につなげ
る場

【会員】１３５団体・個人（令和７年８月１日現在/随時受付）

秋田県、県内２５市町村、１４連携・協力団体、５一部事務組合、９０県内企業・団体等

【連携・協力団体】
秋田県商工会議所連合会、秋田県商工会連合会、秋田県中小企業団体中央会、一般社団法人秋田県銀行

協会、一般社団法人秋田県建設業協会、一般社団法人秋田県建築士事務所協会、一般社団法人秋田県

ビルメンテナンス協会、国立大学法人秋田大学、公立大学法人秋田県立大学、公立大学法人国際教養大学

公立大学法人秋田公立美術大学、株式会社北都銀行、秋田信用金庫、羽後信用金庫（会員の内数）

連携・協力団体
（業界団体・大学・県内金融機関）

※内閣府・国土交通省の｢PPP/PFI地域プラットフォーム協定制度｣における「協定プラットフォーム」


